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１ はじめに 

 

従来の地方公共団体の予算や決算については、地方自治法や財政状況の公表に関する条

例の規定に基づき、様々な形で開示されてきましたが、分かりにくい、全体像が見えにく

いといった点が以前から指摘されてきました。 

平成18年に施行された「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律」にて、地方公共団体においても、国に準じて、企業会計の慣行を参考とした貸借対

照表その他の財務書類の整備に取り組むことが明文化されました。 

これを受け、総務省より「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」

が示され、従来の決算書等に加え、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、

資金収支計算書からなる財務書類を作成することとされたことにより、本市ではこの通知

に基づき平成21年度より「地方公共団体財務書類作成にかかる基準モデル」により、財務

４表を作成してきました。 

その後、総務省において客観性や団体間の比較可能性を担保するため、すべての地方公

共団体において適用できる標準的な基準（統一モデル）が示されたことにより、平成28年

度決算から統一モデルによる財務書類４表を作成しました。 

 

◎ 統一モデルの特徴 

 

① 企業会計的手法（発生主義、複式簿記）の導入 

現金主義では見えにくいコスト情報・ストック情報が考慮されることにより、より

実態に近い財政状況の把握が可能となります。 

 

② 固定資産台帳の整備 

近年、道路などのインフラを含む公共施設の老朽化への対応が課題となっている中

で、市の固定資産の情報を正しく管理することで年度における減価償却の費用や施設

の老朽化の度合いが把握でき、公共施設マネジメントへの活用が可能となります。 

 

③ 団体間比較可能性の確保 

全ての団体が統一的な基準に基づき財務書類を作成することで、他団体との比較が

容易になります。 
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２ 財務書類の作成について 

 

（１）財務書類の作成範囲 

   

弥富市における財務書類の作成範囲は一般会計等を基本として、国民健康保険特別会計、

後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計の３つの特別会計を加えた全体会計、さらに

全体会計に海部南部水道企業団など８つの関連団体を加えた連結会計となります。 

 

（参考）弥富市における財務書類の作成範囲のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※農業集落排水事業特別会計及び公共下水道事業特別会計は、令和元年度まで公営企業会

計への移行期間であるため、統一的な基準による財務書類の作成を要しないこととされ

ており、ここでは対象会計に含みません。公営企業会計移行後は下水道事業として令和

２年度から連結対象となり、全体会計の中に含まれることとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計 

土地取得特別会計 

国民健康保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計 

 

※農業集落排水事業特別会計 

公共下水道事業特別会計 
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海部南部水道企業団 

愛知県後期高齢者医療広域連合 

愛知県市町村職員退職手当組合 

海部地区環境事務組合 

海部南部消防組合 

海部地区急病診療所組合 

海部地区水防事務組合 

海部南部広域事務組合 
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３ 財務書類４表の概要について 

 

（１）貸借対照表 

 

貸借対照表は、基準日時点における財政状態（資産、負債、純資産の残高及び内訳）を

表すものです。 

 

○ 貸借対照表の区分 

資産 

将来世代に引き継ぐ社会資本（学校、公園、道

路など）や現金化することが可能な資産（投資、

基金など）が該当します。 

負債 
地方債や退職手当引当金など、将来の世代が返

済しなければならない債務をいいます。 

純資産 

これまでの世代によって獲得された余剰（又は

欠損）の蓄積残高をいいます。 

資産から負債を差し引いて計算されます。 

 

○ 貸借対照表のイメージ 

【資産】 

 

 

 将来世代に引き継ぐ社会資本など 

【負債】 

 将来世代の負担となるもの 

【純資産】 

 これまでの世代が負担してきたもの 
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（２）行政コスト計算書 

 

１年間の行政運用コストのうち、資産形成につながらない行政サービスに要したコスト

（福祉サービス、下水道管理に係る費用など）を人件費、物件費等、その他の業務費用、

移転費用などに区分して表示するとともに、それらの行政サービスの対価としての使用料、

手数料などの収入を表示したものです。 

従来の現金主義会計のもとでは把握できなかった、減価償却費や退職手当引当金繰入額

などの非現金コストについても費用の発生として行政コスト計算書に計上しています。 

経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが、当該年度の純経常行政コストとし

て把握され、それに臨時損失・臨時利益（資産の売却損益や災害復旧事業費など）を加味

したものが純行政コストです。 

 

○ 費用の区分 

人件費 

行政サービスを行う職員に要するコスト 

例：議員報酬、職員給与、退職手当引当金繰入

額（退職手当引当金の当該年度に新たに発生し

た額）など 

物件費等 

市が消費する物に要するコスト 

例：消耗品費、光熱水費、減価償却費、維持補

修費など 

その他の業務費用 

上記以外の業務に関するコスト 

例：市債の償還利子、徴収不能引当金繰入額（市

税などで徴収できないことが見込まれる額） 

移転費用 

市から団体などへの支出 

例：補助金、負担金、社会保障給付費（扶助費）、

他会計への繰出金など 

 

○ 収入の区分 

経常収益 使用料、手数料など 
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（３）純資産変動計算書 

 

純資産変動計算書は、１年間に弥富市の純資産が、どのような財源や要因で増減したか

を明らかにするもので、貸借対照表の純資産の部を計算するものです。 

行政コスト計算書から算出された、当年度の純行政コストが当年度の財源によって賄わ

れているかどうかを見ることができます。 

純資産の増加は、これまでの世代の負担によって将来世代も利用可能な資源が蓄積され

たことを意味します。 

純資産の内容は、「固定資産等形成分」と「余剰分（不足分）」に区分しています。「固

定資産等形成分」は、原則として金銭以外の形態（固定資産など）で保有される資産形成

のために充当した資源の蓄積であり、貸借対照表の固定資産の額と流動資産における短期

貸付金及び基金等の合計と一致します。「余剰分（不足分）」は、純資産額において、固

定資産等形成分以外の部分です。 

 

○ 純資産変動計算書の区分 

純行政コスト 
行政コスト計算書から算出された純行政コスト。

純資産の減少要素となる。 

財源 
財源として調達した税収等、国県支出金などで、

純資産の増加要素となる。 

固定資産等の変動（内部変動） 有形固定資産等の増減を表す。 

資産評価差額 有価証券等の評価差額 

無償所管替等 無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額等 

 



 - 6 - 

 

 

（４）資金収支計算書 

 

１年間の現金の流れを示すものです。現金の性質に応じて、業務活動収支、投資活動収

支、財務活動収支に区分されており、どのような活動に資金を必要としたかを表したもの

で、行政コスト計算書では計上されている減価償却費や退職手当引当金繰入など現実の支

出を伴わないものは含まれません。 

 

○ 資金収支計算書の区分 

業務活動収支 
行政サービスを行う中で、毎年、継続的に発生する

資金収支を示す。 

投資活動収支 
資産形成（学校、道路、公園など）や投資、貸付金

などで発生する資金収支を示す。 

財務活動収支 
市債の借入れによる収入と償還による支出の差額を

示す。 

 

  

（５）財務書類４表の相互関係について 

 

財務書類４表には、次の相関関係があります。 

 

〇 財務書類４表相関図 

 

貸借対照表 ⾏政コスト計算書 純資産変動計算書 資⾦収⽀計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残⾼ 業務活動収⽀

臨時損失 財源 財務活動収⽀

うち
現⾦預⾦

臨時利益 固定資産の変動 前年度末残⾼

②
①

+ 本年度末 歳計外現⾦残⾼

本年度末残⾼

経常収益 純⾏政コスト

純資産 純⾏政コスト 本年度末残⾼

投資活動収⽀

③

 

① 貸借対照表の資産の部の流動資産のうち「現金預金」は資金収支計算書の「本年度末資金残高」に

「本年度末歳計外現金残高」を加えたものと対応します。 

② 貸借対照表の純資産の部の「純資産合計」は純資産変動計算書の「本年度末純資産残高」と対応し

ます 

③ 純資産変動計算書の「純行政コスト」は行政コスト計算書の「純行政コスト」と対応します。 
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４ 財務書類４表の分析について 

 

（１）貸借対照表         

 
（単位：百万円） 

科目名 
一般会計等 全体会計 連結会計 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
【資産の部】       
  固定資産 69,479 96.9% 69,946 96.6% 80,812 95.2% 
    有形固定資産 68,458 95.4% 68,458 94.6% 78,423 92.4% 
      事業用資産 36,097 50.3% 36,097 49.9% 37,623 44.3% 
        土地 23,427 32.7% 23,427 32.4% 24,135 28.4% 
        建物 10,156 14.2% 10,156 14.0% 10,944 12.9% 
        工作物 547 0.8% 547 0.8% 576 0.7% 
        その他 - - - - - - 
        建設仮勘定 1,968 2.7% 1,968 2.7% 1,968 2.3% 
      インフラ資産 31,908 44.5% 31,908 44.1% 39,277 46.3% 
        土地 6,652 9.3% 6,652 9.2% 6,924 8.2% 
        建物 184 0.3% 184 0.3% 650 0.8% 
        工作物 24,972 34.8% 24,972 34.5% 31,592 37.2% 
        その他 - - - - - - 
        建設仮勘定 100 0.1% 100 0.1% 111 0.1% 
      物品 453 0.6% 453 0.6% 1,522 1.8% 
    無形固定資産 308 0.4% 330 0.5% 335 0.4% 
    投資その他の資産 713 1.0% 1,157 1.6% 2,054 2.4% 
      投資及び出資金 35 0.0% 35 0.0% 35 0.0% 
      投資損失引当金 - - - - - - 
      ⻑期延滞債権 126 0.2% 312 0.4% 314 0.4% 
      ⻑期貸付金 - - - - - - 
      基金 561 0.8% 828 1.1% 1,723 2.0% 
      その他 - - - - - - 
      徴収不能引当金 -9 0.0% -18 0.0% -18 0.0% 
  流動資産 2,249 3.1% 2,452 3.4% 4,085 4.8% 
    現金預金 485 0.7% 637 0.9% 1,617 1.9% 
    未収金 64 0.1% 119 0.2% 319 0.4% 
    短期貸付金 - - - - - - 
    基金 1,705 2.4% 1,705 2.4% 2,144 2.5% 
    棚卸資産 - - - - 10 0.0% 
    その他 - - - - 4 0.0% 
    徴収不能引当金 -4 0.0% -9 0.0% -9 0.0% 

資産合計 71,729 100.0% 72,397 100.0% 84,896 100.0% 
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 （単位：百万円） 

科目名 
一般会計等 全体会計 連結会計 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
【負債の部】          
  固定負債 13,155 18.3% 13,155 18.2% 17,212 20.3% 
    地方債等 10,525 14.7% 10,525 14.5% 11,267 13.3% 
    ⻑期未払金 - - - - - - 
    退職手当引当金 2,233 3.1% 2,233 3.1% 2,903 3.4% 
    損失補償等引当金 - - - - - - 
    その他 396 0.6% 396 0.5% 3,041 3.6% 
  流動負債 1,445 2.0% 1,447 2.0% 1,831 2.2% 
    １年内償還予定地方債等 1,032 1.4% 1,032 1.4% 1,171 1.4% 
    未払金 0 0.0% 2 0.0% 172 0.2% 
    未払費用 - - - - - - 
    前受金 - - - - 1 0.0% 
    前受収益 - - - - - - 
    賞与等引当金 203 0.3% 203 0.3% 261 0.3% 
    預り金 26 0.0% 26 0.0% 28 0.0% 
    その他 184 0.3% 184 0.3% 198 0.2% 

負債合計 14,600 20.4% 14,602 20.2% 19,043 22.4% 
【純資産の部】         
  固定資産等形成分 71,184 - 71,650 - 82,955 - 
  余剰分（不足分） -14,055 - -13,855 - -17,102 - 
  他団体出資等分 - - - - - - 

純資産合計 57,129 79.6% 57,796 79.8% 65,853 77.6% 
負債及び純資産合計 71,729 100.0% 72,397 100.0% 84,896 100.0% 

 

 

（一般会計等の分析） 

 

平成30年度末の資産合計は約717億円、負債合計は約146億円、純資産合計が約571億円と

なっています。 

資産については、市庁舎や小中学校などの「事業用資産」が約361億円で資産の50.3％、

道路や公園などの「インフラ資産」が約319億円で資産の44.5％となっており、両者を合わ

せると資産のうち約95％を占めることが分かります。 

また、資産合計に占める負債合計の割合は、約20.4％となっています。資産合計のうち、

約2割が将来世代の負担となっていることを示しています。負債は将来世代が負担する額で

あるため、この割合が高いほど将来世代に負担が先送りされることを意味しますが、割合

が低ければこれまでの世代の負担が重いことになるため、バランスに留意する必要があり

ます。 
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（全体会計、連結会計との比較） 

 

 〇 市民１人当たりの資産と負債の比較（平成31年3月31日現在人口：44,440人） 

     

科目 H29 一般会計等 一般会計等 全体会計 連結会計 

資 産 合 計 1,610千円 1,614千円 1,629千円 1,910千円 

負 債 合 計 302千円 329千円 329千円 429千円 

純 資 産 合 計 1,309千円 1,286千円 1,301千円 1,482千円 

 

○ 賃借対象表における指標の比較 

     

指標の名称 H29 一般会計等 一般会計等 全体会計 連結会計 

純 資 産 比 率 81.２％ 79.6％ 79.8％ 77.6％ 

実 質 純 資 産 比 率 65.2％ 63.3％ 63.9％ 58.3％ 

社 会 資 本 等 形 成 の 世 代 間 負 担 比 率 14.9％ 16.9％ 16.9％ 15.9％ 

 

〇 純資産比率 ＝ 純資産合計÷資産合計 

 

総資産のうち、純資産の占める割合。負債は将来世代の負担と考えることができるため、将来と過去

の世代の負担割合を示すことができます。純資産比率が高いほど、将来世代の負担軽減が図られている

といえます。 

 

○ 実質純資産比率 ＝ （純資産合計－インフラ資産）÷（資産合計－インフラ資産）               

 

純資産比率の分母・分子からそれぞれインフラ資産を控除して算出します。経済的取引に馴染まない

インフラ資産を除くことで厳密な意味での財務の安全性を示しており、高ければ高いほど良好な財務状

態ということがいえます。 

 

○ 社会資本等形成の世代間負担比率 ＝ 地方債残高（※）÷有形固定資産 

 

社会資本等（有形固定資産）について、将来の償還等が必要な負債による形成割合をみることにより、

社会資本等の形成に係る将来世代の負担の比重をみることができます。この比率が低いほど将来世代へ

の負担分が少ないといえます。 

 

   ※地方債残高 ＝ 地方債等＋１年内償還予定地方債等 
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（２）一般会計等行政コスト計算書                 

（単位：百万円） 

科目名 
一般会計等 全体会計 連結会計 

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 
  経常費用 14,278 103.9% 21,096 102.7% 26,211 107.5% 
    業務費用 7,809 56.8% 8,129 39.6% 10,400 42.7% 
      人件費 2,633 19.2% 2,637 12.8% 3,336 13.7% 
        職員給与費 2,130 15.5% 2,133 10.4% 2,764 11.3% 
        賞与等引当金繰入額 203 1.5% 203 1.0% 258 1.1% 
        退職手当引当金繰入額 117 0.9% 117 0.6% 118 0.5% 
        その他 184 1.3% 184 0.9% 195 0.8% 
      物件費等 5,016 36.5% 5,179 25.2% 6,636 27.2% 
        物件費 2,608 19.0% 2,758 13.4% 3,672 15.1% 
        維持補修費 239 1.7% 239 1.2% 325 1.3% 
        減価償却費 2,170 15.8% 2,182 10.6% 2,639 10.8% 
        その他 - - - - 0 0.0% 
      その他の業務費用 159 1.2% 313 1.5% 427 1.8% 
        支払利息 75 0.5% 75 0.4% 100 0.4% 
        徴収不能引当金繰入額 7 0.1% 17 0.1% 18 0.1% 
        その他 77 0.6% 221 1.1% 310 1.3% 
    移転費用 6,469 47.1% 12,967 63.1% 15,812 64.9% 
      補助金等 2,551 18.6% 4,541 22.1% 2,698 11.1% 
      社会保障給付 2,660 19.4% 8,007 39.0% 12,671 52.0% 
      他会計への繰出金 1,253 9.1% 414 2.0% 414 1.7% 
      その他 6 0.0% 6 0.0% 28 0.1% 
  経常収益 561 -4.1% 583 -2.8% 1,864 -7.6% 
    使用料及び手数料 352 -2.6% 352 -1.7% 1,484 -6.1% 
    その他 208 -1.5% 231 -1.1% 379 -1.6% 

純経常行政コスト 13,718 99.8% 20,513 99.9% 24,347 99.9% 
  臨時損失 24 0.2% 24 0.1% 30 0.1% 
  臨時利益 0 0.0% 0 0.0% 2 0.0% 

純行政コスト 13,741 100.0% 20,536 100.0% 24,375 100.0% 
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（一般会計等の分析） 

 

平成30年度の行政活動に要した経常費用は約143億円で、それに対して、施設の使用料な

どの行政サービスに係る受益者負担額である経常収益は約6億円となっています。経常費用

から経常収益を差し引いた純経常行政コストは約137億円となっています。また、純経常行

政コストに臨時損失を加え、臨時利益を控除して算出する純行政コストは約137億円となっ

ています。 

経常費用では、他会計への繰出金や扶助費などの「移転費用」は約65億円で純行政コス

トの47.1％を占め、委託料などの「物件費等」が約50億円で36.5％を占め、「人件費」が

約26億円で19.2％を占めています。 

「人件費」において、退職手当引当金繰入額は、退職金の支払いが永年の通常の勤務に

対する代価であることから、通常勤務のコストと考えて、毎年必要な額を引き当てておく

ものです。他方、実際の退職金の支払いは、この引当金から支払われたと考えて、新しい

費用は発生させません。平成30年度では将来の退職者へ支払わなければならないコストが

あったことから当年度の退職手当引当金の繰入がプラスとなりました。 

 

 

（全体会計、連結会計との比較） 

 

 〇 市民１人当たりのコストの比較（平成31年3月31日現在人口：44,440人） 

     

科目 H29 一般会計等 一般会計等 全体会計 連結会計 

業 務 費 用 174千円 176千円 183千円 234千円 

う ち 人 件 費 57千円 59千円 59千円 75千円 

う ち 物 件 費 等 114千円 113千円 117千円 149千円 

移 転 費 用 151千円 146千円 292千円 356千円 

う ち 補 助 金 等 63千円 57千円 102千円 61千円 

う ち 社 会 保 障 給 付 59千円 60千円 180千円 285千円 

純 行 政 コ ス ト 317千円 309千円 462千円 548千円 

 

○ 行政コスト計算書における指標の比較 

     

指標の名称 H29 一般会計等 一般会計等 全体会計 連結会計 

受 益 者 負 担 率 3.9％ 3.9％ 2.8％ 7.1％ 

 

○ 受益者負担率 ＝ 経常収益÷経常費用 

 

経常的な行政サービスコストである経常費用に対して、使用料や手数料などの経常収益がどの程度を

占めているかを示す指標で、行政コストのうちどの程度の受益者負担がなされているかが示されます。 
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（３）一般会計等純資産変動計算書                 

（単位：百万円） 

一般
会
計
等 

科目名 合計 
固定資産等 余剰分 

形成分 (不足分) 
前年度末純資産残高 57,943 70,660 -12,717 
  純行政コスト（△） -13,741   -13,741 
  財源 12,926   12,926 
    税収等 10,447   10,447 
    国県等補助金 2,478   2,478 
  本年度差額 -815   -815 
  固定資産等の変動（内部変動）   523 -523 
    有形固定資産等の増加   2,746 -2,746 
    有形固定資産等の減少   -2,170 2,170 
    貸付金・基金等の増加   124 -124 
    貸付金・基金等の減少   -177 177 
  資産評価差額 - -   
  無償所管換等 1 1   
  その他 - - - 
  本年度純資産変動額 -814 524 -1,338 
本年度末純資産残高 57,129 71,184 -14,055 

全
体
会
計 

科目名 合計 
固定資産等 余剰分 

形成分 (不足分) 
前年度末純資産残高 58,650 70,951 -12,301 
  純行政コスト（△） -20,536   -20,536 
  財源 19,681   19,681 
    税収等 13,379   13,379 
    国県等補助金 6,302   6,302 
  本年度差額 -855   -855 
  固定資産等の変動（内部変動）   699 -699 
    有形固定資産等の増加   2,746 -2,746 
    有形固定資産等の減少   -2,182 2,182 
    貸付金・基金等の増加   377 -377 
    貸付金・基金等の減少   -242 242 
  資産評価差額 - -   
  無償所管換等 1 1   
  その他 - - - 
  本年度純資産変動額 -854 700 -1,554 
本年度末純資産残高 57,796 71,650 -13,855 
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連
結
会
計 

科目名 合計 
固定資産等 余剰分 他団体 

形成分 (不足分) 出資等分 
前年度末純資産残高 66,334 81,968 -15,634 - 
  純行政コスト（△） -24,375   -24,375 - 
  財源 23,869   23,869 - 
    税収等 13,591   13,591 - 
    国県等補助金 10,278   10,278 - 
  本年度差額 -506   -506 - 
  固定資産等の変動（内部変動）   955 -955  
    有形固定資産等の増加   3,355 -3,355  
    有形固定資産等の減少   -2,654 2,654  
    貸付金・基金等の増加   503 -503  
    貸付金・基金等の減少   -249 249  
  資産評価差額 - -     
  無償所管換等 1 1     
  他団体出資等分の増加   - - 
  他団体出資等分の減少   - - 
  比例連結割合変更に伴う差額 21 32 -10 - 
  その他 2 - 2 - 
  本年度純資産変動額 -481 988 -1,469 - 
本年度末純資産残高 65,853 82,955 -17,102 - 
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（一般会計等の分析） 

 

純資産を減少させるものとして、行政コスト計算書から算出された「純行政コスト」が

約137億円計上されています。純資産を増加させるものとしては、税収や国や県からの補助

金などから成る「財源」で約129億円が計上されています。 

「財源」と「純行政コスト」の差額である「本年度差額」は約8億円のマイナスでした。

このマイナスは、当期の費用を当期の収入で補うことができず、負担を将来世代へ先送り

したことになります。今後、経済状況の悪化により税収が減少することも考えられますの

で、さらなる事務事業の見直し等を行い、健全な財政運営をしていきます。 

 

 

（全体会計、連結会計との比較） 

 

 〇 住民１人当たり本年度純資産変動額の比較（平成31年3月31日現在人口：44,440人） 

     

科目 H29 一般会計等 一般会計等 全体会計 連結会計 

本 年 度 純 資 産 変 動 額 △30千円 △18千円 △19千円 △11千円 

 

  〇 本年度純資産変動額 

 

   本年度純資産変動額は、1年間の純資産の増減結果を表したもので、プラスの場合は将来の世代へ余剰

金を引き継いだこととなり、マイナスの場合は将来世代へ負担額を先送りしたことを表します。 
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（４）一般会計等資金収支計算書                   

（単位：百万円） 

科目名 
一般会計等 全体会計 連結会計 

金額 金額 金額 
【業務活動収支】       
  業務支出 12,166 18,961 23,589 
    業務費用支出 5,503 5,800 7,584 
    移転費用支出 6,663 13,161 16,006 
  業務収入 13,324 20,106 25,225 
    税収等収入 10,441 13,378 13,443 
    国県等補助金収入 2,324 6,147 10,000 
    使用料及び手数料収入 353 353 1,483 
    その他の収入 206 228 300 
  臨時支出 23 23 23 
  臨時収入 0 0 104 

業務活動収支 1,136 1,123 1,717 
【投資活動収支】       
  投資活動支出 2,719 2,923 3,598 
    うち公共施設等整備費支出 2,644 2,644 3,253 
    うち基金積立金支出 34 239 305 
  投資活動収入 272 272 390 
    うち国県等補助金収入 154 154 155 
    うち基金取崩収入 77 77 80 

投資活動収支 -2,447 -2,652 -3,208 
【財務活動収支】       
  財務活動支出 1,241 1,241 1,383 
    うち地方債償還支出 1,070 1,070 1,211 
  財務活動収入 2,542 2,542 2,634 
    うち地方債発行収入 2,542 2,542 2,634 

財務活動収支 1,301 1,301 1,251 
本年度資金収支額 -11 -229 -241 
前年度末資金残高 469 839 1,825 
比例連結割合変更に伴う差額 - - 4 
本年度末資金残高 458 611 1,589 

 

 

（一般会計等の比較） 

 

業務活動収支は、市の経常的な活動に伴い、継続的に発生する資金の収支のほか、投資

活動収支や財務活動収支に該当しない臨時的な資金の収支が含まれます。費用として処理

される人件費や物件費等の業務費用や、移転費用に対応する支出とその財源である税収や

補助金などの収入との関係です。平成30年度は約11億円のプラスとなりました。 
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投資活動収支は、資本形成のための活動に伴い、臨時・特別に発生する資金の収支を表

します。平成30年度は約24億円のマイナスとなりました。 

財務活動収支は主に市債の元利償還額と新規発行額との差額です。償還額が発行額を上

回ることを意味するマイナスになったほうが良いとされますが、平成30年度は約13億円の

プラスとなりました。 

平成30年度の本年度末資金残高はマイナスとなりましたが、これは財務活動収支におい

て、大規模な公共施設等整備費支出により大きなマイナスがあり、その資金を地方債の借

入によって調達したためです。 

 

 

（全体会計、連結会計との比較） 

 

〇 住民１人当たり資金収支の比較（平成31年3月31日現在人口：44,440人） 

     

科目 H29 一般会計等 一般会計等 全体会計 連結会計 

業 務 活 動 収 支 20 千円 26 千円 25 千円 39 千円 

投 資 的 活 動 収 支 △11 千円 △55 千円 △60 千円 △72 千円 

財 務 活 動 収 支 △11 千円 29 千円 29 千円 28 千円 

財 務 活 動 収 支 △2千円 0千円 △6千円 △5千円 

 

 

 〇 資金収支計算書における指標の比較 

     

指標の名称 H29 一般会計等 一般会計等 全体会計 連結会計 

基 礎 的 財 政 収 支 227百万円 △1,279百万円 △1,292百万円 △1,167百万円 

 

  〇 基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支（支払利息収支除く）＋投資的活動収支（基金積立及び取崩除く） 

 

   基礎的財政収支（プライマリーバランス）とは、地方債などの発行収入を除いた歳入と地方債などの

元利償還金を除いた歳出のバランスを示す指標であり、基礎的財政収支のバランスが均衡している場合

には持続可能な財政運営であることを表します。ただし、地方債を発行して行うような大規模な投資的

事業が行われる年度はマイナスとなることが多いです。 

 


